
  

１．平成26年３月期第３四半期の連結業績（平成25年４月１日～平成25年12月31日）  

  

  

  

  
  
（２）連結財政状態  

  

※当社グループには、証券取引等の安全性を確保するための諸制度に基づく清算預託金等が資産及び負債に両建てで計上されております。清算
預託金等は多額かつ日々変動することから、上記の金額は大きく影響を受けます。清算預託金等を除いた当社グループの財政状態につきまして
は、添付資料Ｐ.６「１．当四半期決算に関する定性的情報（２）財政状態に関する説明」をご参照ください。  
  
２．配当の状況  

  

  
※当社は、平成25年10月１日を効力発生日として、１株につき５株の割合で株式分割を実施しております。平成25年３月期及び平成26年３月期
第２四半期末については当該株式分割前の実際の配当額を記載しております。  
  
３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）  

  

  

※当社は、平成25年10月1日を効力発生日として１株につき５株の割合で株式分割を実施しているため、平成26年３月期の連結業績予想におけ
る１株当たり当期純利益については、株式分割後の期中平均株式数を基に算出しております。  
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（１）連結経営成績（累計）  （％表示は、対前年同四半期増減率）

  営業収益  営業利益  経常利益  四半期純利益  

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年３月期第３四半期  89,102 － 40,127 － 42,082 － 24,396 － 

25年３月期第３四半期  － － － － － － － － 

（注）包括利益  26年３月期第３四半期 24,706百万円 （－％）  25年３月期第３四半期 －百万円 （－％）  

  
１株当たり  
四半期純利益  

潜在株式調整後  
１株当たり  
四半期純利益  

  円 銭 円 銭 

26年３月期第３四半期  88.87 － 

25年３月期第３四半期  － － 

  総資産  純資産  自己資本比率  

  百万円 百万円 ％ 

26年３月期第３四半期  1,637,385 197,883 11.7 

25年３月期  1,276,386 179,077 13.8 

（参考）自己資本  26年３月期第３四半期  192,241百万円   25年３月期  176,529百万円 

  
年間配当金  

第１四半期末  第２四半期末 第３四半期末 期末  合計  

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

25年３月期  － － － 80.00 80.00

26年３月期  － 80.00 －     

26年３月期（予想）        24.00 －

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無   

  （％表示は、対前期増減率）

  営業収益  営業利益  経常利益  当期純利益  
１株当たり  
当期純利益  

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
通期  111,500 55.5 45,000 130.1 47,000 117.3 27,000 146.8 98.35 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無      



※  注記事項  

  

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示  

  

  

  

  

（４）発行済株式数（普通株式）  

（注）当社は、平成25年10月１日を効力発生日として、１株につき５株の割合で株式分割を実施しているため、前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して株式数を算定しております。  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示  

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。  

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項  

 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいて記載したものであり、実際の業績等は、今後の様々な要因により大きく異なる結果となる可能性

があります。  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無     

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無     

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無     

② ①以外の会計方針の変更                      ： 無     

③ 会計上の見積りの変更                        ： 有     

④ 修正再表示                                  ： 無     

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年３月期３Ｑ 274,534,550株 25年３月期  274,534,550株

② 期末自己株式数  26年３月期３Ｑ 2,655株 25年３月期  －株

③ 期中平均株式数（四半期累計）  26年３月期３Ｑ 274,533,481株 25年３月期３Ｑ －株
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（１）経営成績に関する説明 

当社は、平成25年１月１日付で株式会社東京証券取引所グループと株式会社大阪証券取引所との経営統合により、株式

会社日本取引所グループとして発足しており、前第３四半期連結累計期間は当社としての四半期連結財務諸表を作成して

いないため前期業績との比較は記載しておりません。 

当社の当第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日～平成25年12月31日）の連結業績は、営業収益は891億2百万

円、営業費用は489億75百万円、営業利益は401億27百万円、経常利益は420億82百万円となりました。 

  また、システム拠点の統合に伴う減損損失を特別損失として計上したことなどから、税金等調整前四半期純利益は411

億25百万円、税金等調整後の四半期純利益は243億96百万円となりました。 

  
＜参考＞ 

※ 東証市場第一部、第二部及びマザーズに係る時価総額。 

  

  

（営業収益の状況） 

①取引参加料金 

取引参加料金は、取引参加者の取引資格に応じた「基本料」、現物の売買代金及びデリバティブの取引高等に応じた

「取引料」、注文件数に応じた「アクセス料」、利用する売買システム施設の種類に応じた「売買システム施設利用料」

等から構成されます。 

当第３四半期連結累計期間の取引参加料金は、414億48百万円となりました。 

  
・取引参加料金の内訳  

（単位：百万円） 

  
  

１．当四半期決算に関する定性的情報

  前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

    
前第３四半期 
連結会計期間末 

（平成24年12月31日） 
  

当第３四半期 
連結会計期間末 

（平成25年12月31日） 

ＴＯＰＩＸ 
695.51ポイント 

～859.80ポイント 
859.80ポイント

991.34ポイント 
～1,302.29ポイント 

1,302.29ポイント

日経平均株価 
円 
～1万395.18円

8,295.63
1万395.18円

1万2,003.43円 
～1万6,291.31円

1万6,291.31円

時価総額※ 
244兆6,619億円  

～300兆7,971億円 
300兆7,971億円

350兆1,352億円  
～467兆6,181億円 

467兆6,181億円

  

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日) 

取引参加料金 41,448

 取引料 34,796

  現物 24,580

  デリバティブ 10,216

   ＴＯＰＩＸ先物取引 1,486

   日経平均株価先物取引 3,630

  日経平均株価指数オプション取引 3,684

   長期国債先物取引 1,223

   その他 190

 基本料 912

 アクセス料 3,782

 売買システム施設利用料 1,877

 その他 79
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＜参考＞ 
・株券の売買代金及びデリバティブの取引高等 

※ 普通株式における立会内、立会外を含んだ株券売買代金を記載しております。また、東証市場第一部及び第二部株券

売買代金は、市場統合前の大証市場第一部及び第二部株券売買代金をそれぞれ含んでおります。 

  

  １ 日 平 均 期 間 合 計 

  

前第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日) 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日)

前第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日)

      増減（％）     増減（％）

＜現物＞※   
東証市場第一部 
株券売買代金 
（百万円） 

 1,211,871 2,701,191 122.9  226,619,955 505,122,773 122.9

東証市場第二部 
株券売買代金 
（百万円） 

 4,820 20,308 321.4  901,247 3,797,509 321.4

マザーズ株券売買
代金 
（百万円） 

 13,103 131,004 899.8  2,450,294 24,497,728 899.8

ＪＡＳＤＡＱ株券
売買代金 
（百万円） 

 20,169 115,748 473.9  3,771,647 21,644,931 473.9

＜デリバティブ＞   
ＴＯＰＩＸ先物 
取引高 
（単位） 

 61,572 93,680 52.1  11,513,979 17,518,093 52.1

日経平均株価先物
取引高 
（単位） 

 78,365 125,873 60.6  14,654,312 23,538,325 60.6

日経225ｍｉｎｉ 
先物取引高 
（単位） 

 530,765 953,411 79.6  99,253,031 178,287,888 79.6

日経平均株価指数
オプション取引 
金額（百万円） 

 18,693 41,893 124.1  3,495,547 7,833,928 124.1

長期国債先物 
取引高 
（単位） 

 36,326 34,506 △5.0  6,793,008 6,452,625 △5.0
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②上場関係収入 

上場関係収入は、新規上場や上場会社の新株券発行の際に発行額に応じて受領する料金等から構成される「新規・追

加上場料」及び時価総額に応じて上場会社から受領する料金等から構成される「年間上場料」に区分されます。 

当第３四半期連結累計期間の上場関係収入は、90億98百万円となりました。 

  
・上場関係収入の内訳              

   

＜参考＞ 
・上場会社数並びにＥＴＦ、ＥＴＮ及びＲＥＩＴの上場銘柄数 

（単位：社）

（注１） 新規上場会社数は、市場統合前の東証市場、大証市場間の経由上場を除いております。また、上場会社数は、
市場統合前の東証市場、大証市場間の重複上場を除いております。 

（注２） 東証市場第一部・第二部の新規上場会社数及び上場会社数は、市場統合前の大証市場第一部・第二部の新規上
場会社数及び上場会社数をそれぞれ含んでおります。  

（注３） テクニカル上場は、合併や株式移転等により設立された会社の新規上場となります。 

  

（単位：銘柄）

（注１） 市場統合前の大証市場の新規上場銘柄数及び上場銘柄数を含んでおります。 
（注２） テクニカル上場は、合併や株式移転等により設立された銘柄の新規上場となります。 

  

・上場会社の資金調達額 
                                  （単位：百万円） 

（注） 東証市場における株主割当、公募（新規上場時の公募を含む。）、第三者割当、優先株式、転換社債型新株予約
権付社債及び新株予約権の権利行使による資金調達の合計金額（上場商品を除く。）。 

  

   （単位：百万円）

  

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日) 

上場関係収入 9,098

 新規・追加上場料 3,874
 年間上場料 5,223

  新規上場会社数 上場会社数 

  

前第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
  至 平成25年12月31日)

前第３四半期 
連結会計期間末 

（平成24年12月31日） 

当第３四半期 
連結会計期間末 

（平成25年12月31日） 

  増減 増減 

東証市場第一部 
・第二部 

15 19 4
 2,317  2,341 24

 テクニカル上場 8 9 1

マザーズ  20 26 6
 182  193 11

 テクニカル上場  0 2 2

ＪＡＳＤＡＱ  14 11 △3
 912  877 △35

 テクニカル上場  2 1 △1

合計 49 56 7
 3,411  3,411 0

 テクニカル上場 10 12 2

  新規上場銘柄数 上場銘柄数 

  

前第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
  至 平成25年12月31日)

前第３四半期 
連結会計期間末 

（平成24年12月31日） 

当第３四半期 
連結会計期間末 

（平成25年12月31日） 

  増減 増減 

ＥＴＦ  7 12 5  132  147 15

ＥＴＮ  0 8 8  10  22 12

ＲＥＩＴ  4 4 0
 37  43 6

 テクニカル上場  0 0 0

  前第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

  増減（％） 

上場会社の資金調達額 1,915,638 2,125,002  10.9
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③情報関係収入 

情報関係収入は、情報ベンダー等への相場情報の提供に係る収入（相場情報料）を中心に、コーポレートアクション

情報をはじめとする各種情報の提供及び指数ビジネスに係る収入等から構成されます。 

当第３四半期連結累計期間の情報関係収入は、119億62百万円となりました。 

  

④証券決済関係収入 

証券決済関係収入は、株式会社日本証券クリアリング機構が行う金融商品債務引受業に関する清算手数料等から構成

されます。  

当第３四半期連結累計期間の証券決済関係収入は、156億45百万円となりました。 

  

⑤その他の営業収益 

その他の営業収益は、売買・相場報道等の各種システムと取引参加者・ユーザをつなぐネットワーク回線利用料、売

買執行の高速化等を目的として、システムセンター内に取引参加者が機器等を設置するコロケーションサービスに係る利

用料、国内外の市場とのコネクティビティを多様化し、また情報ベンダーなど取引参加者以外の市場関係者の方々も利用

できるプロキシミティサービスに係る利用料並びに株式会社東証システムサービスが行うシステム開発・運用収入等から

構成されます。 

 当第３四半期連結累計期間のその他の営業収益は、109億48百万円となりました。 

  

・その他の営業収益の内訳 
                         （単位：百万円） 

  

（営業費用の状況） 

当第３四半期連結累計期間の人件費は、111億17百万円となりました。 

システム維持・運営費は、株券等の売買システムをはじめとした各種システムの維持及び管理運用に係る費用等から

構成されます。当第３四半期連結累計期間のシステム維持・運営費は、87億33百万円となりました。 

当第３四半期連結累計期間の減価償却費は、99億29百万円となりました。 

また、その他の営業費用は、191億95百万円となりました。 

   

  

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日)

その他の営業収益 10,948

 ネットワーク回線利用料 2,631

 コロケーション・プロキシミティ利用料 1,882

 その他 6,434

株式会社日本取引所グループ(8697) 
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（２）財政状態に関する説明 

（資産、負債及び純資産の状況） 

  資産及び負債には、証券取引等の安全性を確保するための諸制度に基づく清算預託金等（売買・取引証拠金、清算基

金及び決済促進担保金から構成されます。）、信認金、取引参加者保証金及び違約損失積立金が計上されておりま

す。そのうち清算預託金等については、多額かつ清算参加者のポジションや株価の変動などにより日々変動すること

から、当社グループの資産及び負債の額は、清算預託金等の変動に大きな影響を受けることとなります。 

  当第３四半期連結会計期間末の資産は、売買の増加等により清算預託金等の預入れが増加したことなどから、前連結

会計年度末に比べ3,609億99百万円増加し、1兆6,373億85百万円となりました。一方、清算預託金等、信認金及び違約

損失積立金を控除した後の資産は、短期借入金の返済を進めたことに伴う現預金の減少などから、前連結会計年度末

に比べ301億73百万円減少し、2,573億75百万円となりました。 

  当第３四半期連結会計期間末の負債は、資産と同様に清算預託金等が増加したことなどから、前連結会計年度末に比

べ3,421億93百万円増加し、1兆4,395億2百万円となりました。また、清算預託金等、信認金及び取引参加者保証金を

控除した後の負債は、借入金の返済を進めたことなどから、前連結会計年度末に比べ506億56百万円減少し、825億93

百万円となりました。 

  当第３四半期連結会計期間末の純資産は、四半期純利益を利益剰余金に計上したことなどから、前連結会計年度末に

比べ188億6百万円増加し、1,978億83百万円となりました。また、違約損失積立金を控除した後の純資産は、1,699億

35百万円となりました。 

  

 ＜参考＞ 

（注）① 総資産の（ ）内は、総資産から清算預託金等、信認金及び違約損失積立金（以下、「特定資産」とい

う。）を控除して算出した数値であります。 

   ② 純資産の（ ）内は、純資産から違約損失積立金を控除して算出した数値であります。 

   ③ 自己資本比率の（ ）内は、総資産から特定資産、また純資産から違約損失積立金を控除して算出した数値

であります。 

  

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

①連結業績予想  

平成26年１月27日に開示しました「業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ」に記載の業績予想数値から、

変更はありません。 

なお、本業績予想数値は、通期の１日平均の売買代金・取引高について、株券（※１）が2兆8,000億円、長期国債

先物取引が32,000単位、ＴＯＰＩＸ先物取引が92,000単位、日経平均株価先物取引（※２）が213,000単位、日経平均

株価指数オプション取引が380億円となることを前提に策定しております。 

  

※１ 東証市場第一部・第二部、マザーズ及びＪＡＳＤＡＱ並びにＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔに係る売買代金

（立会内外及び旧大証市場第一部・第二部を含む）。 

※２ 日経225ｍｉｎｉ先物取引の取引高は、日経平均株価先物取引における取引高へ換算。 

  

②配当予想 

平成26年１月27日に開示しました「業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ」に記載の配当予想から、変更

はありません。 

なお、当社は、取引所としての競争力強化と自主規制機能の向上のためのシステム開発や清算機関としてのリスク

への備えを目的とした内部留保の重要性に留意しつつ、安定的かつ継続的な配当を実施することを基本とし、具体的

には、連結配当性向を40％程度とすることを目標としております。  

  総資産 純資産 自己資本比率 

  

平成25年３月期 

平成26年３月期第３四半期 

百万円

1,276,386 (287,548) 

1,637,385 (257,375) 

百万円

179,077 (151,129) 

197,883 (169,935) 

％

13.8 (51.7) 

11.7 (63.8) 
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（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

イ．会計上の見積りの変更 

当社の連結子会社である株式会社大阪証券取引所は、システムの移行を決定したことに伴い当初より利用期間が短

くなった固定資産について、第２四半期連結会計期間において耐用年数の見直しを行っております。 

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ418百万円減少しております。 

  

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

株式会社日本取引所グループ(8697) 
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 120,808 88,699

営業未収入金 8,716 11,422

有価証券 － 804

仕掛品 2,467 40

売買・取引証拠金特定資産 789,201 1,143,030

清算基金特定資産 161,086 197,881

決済促進担保金特定資産 10,000 10,500

その他 3,195 10,117

貸倒引当金 △9 △14

流動資産合計 1,095,466 1,462,482

固定資産   

有形固定資産 8,673 6,927

無形固定資産   

のれん 67,374 64,792

その他 23,370 22,825

無形固定資産合計 90,744 87,618

投資その他の資産   

投資有価証券 41,304 39,808

信認金特定資産 600 649

違約損失積立金特定資産 27,948 27,948

その他 11,825 12,091

貸倒引当金 △177 △140

投資その他の資産合計 81,501 80,357

固定資産合計 180,919 174,902

資産合計 1,276,386 1,637,385

株式会社日本取引所グループ(8697) 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 3,221 2,766

短期借入金 18,670 32,500

1年内返済予定の長期借入金 86,399 －

未払法人税等 6,312 12,765

賞与引当金 1,223 497

役員賞与引当金 252 20

預り売買・取引証拠金 789,201 1,143,030

預り清算基金 161,086 197,881

預り決済促進担保金 10,000 10,500

預り取引参加者保証金 3,169 4,846

その他 3,620 10,473

流動負債合計 1,083,157 1,415,282

固定負債   

長期借入金 － 10,000

退職給付引当金 7,580 7,497

預り信認金 600 649

その他 5,970 6,072

固定負債合計 14,151 24,220

負債合計 1,097,308 1,439,502

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,500 11,500

資本剰余金 59,726 59,726

利益剰余金 96,213 111,825

自己株式 － △5

株主資本合計 167,440 183,046

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 9,088 9,195

その他の包括利益累計額合計 9,088 9,195

少数株主持分 2,548 5,641

純資産合計 179,077 197,883

負債純資産合計 1,276,386 1,637,385
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

営業収益  

取引参加料金 41,448

上場関係収入 9,098

情報関係収入 11,962

証券決済関係収入 15,645

その他 10,948

営業収益合計 89,102

営業費用  

人件費 11,117

システム維持・運営費 8,733

減価償却費 9,929

その他 19,195

営業費用合計 48,975

営業利益 40,127

営業外収益  

受取利息 215

受取配当金 1,059

持分法による投資利益 671

その他 94

営業外収益合計 2,041

営業外費用  

支払利息 70

その他 16

営業外費用合計 86

経常利益 42,082

特別損失  

減損損失 956

特別損失合計 956

税金等調整前四半期純利益 41,125

法人税等 16,526

少数株主損益調整前四半期純利益 24,599

少数株主利益 202

四半期純利益 24,396
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 24,599

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 106

持分法適用会社に対する持分相当額 0

その他の包括利益合計 106

四半期包括利益 24,706

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 24,503

少数株主に係る四半期包括利益 202
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該当事項はありません。   

   

   

該当事項はありません。 

   

   

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）
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